
特定医療費（指定難病）受給者証更新業務労働者派遣業務 仕様書

１　目的
　　特定医療費（指定難病）受給者証の更新業務の一部を行うことにより、事務の円滑な遂行に役立てる。
２　業務の内容　
　　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行令（昭和61年政令第95号）第４条第１項第３号（事務用機器操作）及び第６号（ファイリング）に該当する、次に掲げる業務を行うこととする。
（1）申請書の収受等（申請件数：約14,000件）
ア　保健所から進達された申請書を収受する。

イ　保健所が作成した申請書リストと患者が一致しているか確認する。
（確認項目：受給者番号、患者氏名）

ウ　収受印を押し、保健所ごとに分ける。
エ　パソコン上の受付簿に収受日を入力する。
(2) 特例状況の確認等

　　ア  申請書及び受付簿で特例状況を確認し、申請書に所定の付箋を貼る。

イ　審査担当者ごとのボックスに申請書を入れる。

(3) システム入力

　  　審査担当者の審査終了後、申請書の内容を、パソコン上のシステムに入力する。

(4) 並び替え

　  　システム入力済の申請書を市町ごとに並び替える。

階層決定済の申請書を受給者番号順に並び替える。
(5) 交付チェック

　  　システム入力を反映した交付一覧表と申請書の内容が一致しているかチェックする。

　　  誤りがあればシステムを修正する。
(6) その他、上記(1)から(5)に関する業務

３　責任の程度

　　一般派遣（部下なし）
４　就業場所

広島市中区基町10-52
広島県庁本館６階　健康福祉局疾病対策課
連絡先　082-513-3070
５　組織単位

　　健康福祉局疾病対策課疾病対策グループ
６　派遣期間

(1) 令和６年６月17日から令和６年10月４日まで（２名）
(2) 令和６年６月24日から令和６年９月30日まで（２名）

ただし、派遣期間については、業務の進捗等に応じて、甲・乙協議の上、変更できるものとする。
７　就業日等
　(1) 就業日
　　　週５日（月曜日から金曜日まで。ただし、祝日は除く。）
(2) 就業時間

　　　９時30分から16時30分まで
　(3) 休憩時間

　　　12時00分から13時00分まで
８　時間外労働・休日労働

　　無とする。
９　派遣人員

　　別紙派遣体制のとおりとする。
　　ただし、派遣人員については、業務の進捗等に応じて、甲・乙協議の上、変更できるものとする。
派遣労働者４名は、期間を通じて同一の者とする。
乙は、派遣労働者が休暇、病気等の理由により就業できない場合、業務に支障が生じないよう代替労働者の派遣を行うこととする。なお、甲が代替労働者の派遣を必要でないと認めた場合は、この限りでない。
10　指揮命令者

　　氏　名　

部　署　健康福祉局疾病対策課疾病対策グループ

　　役職名　グループリーダー　

　　連絡先　082-513-3070
11　派遣先（甲）責任者

氏　名　
部　署　健康福祉局疾病対策課
役職名　課長
連絡先　082-513-3067
12　派遣元（乙）責任者

氏　名　
部　署　
役職名　
連絡先　
13　派遣労働者の選定等

(1) 乙は、以下のアからオのすべての要件を満たす者を派遣労働者として選任するものとする。

ア　日本語による業務遂行に支障がないこと。
イ　庁舎内で勤務する上で、公務の一端を担う立場として、基本的なビジネスマナー、接遇の知識・能力を有すること。

ウ　正確かつ迅速な事務ができること。
エ　パーソナルコンピュータの一般的な操作に関する知識を有すること。
オ　マイクロソフト　ワード・エクセル等の基本的操作ができること。
カ　甲が別途指定する、入力操作に関する基準を満たすこと。

(2) 乙は、派遣する労働者の情報を記載した書面を甲に提出する。当該書面には、派遣労働者の氏名、性別、年齢（18歳未満の場合のみ）、連絡先及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）（以下「労働者派遣法」という。）第35条に掲げる事項を記載するものとする。
(3) 乙は、甲と調整の上、派遣労働者の勤務シフトについて、派遣を行う前までに整理し、甲に提出するものとする。
(4) 甲は、業務の遂行に適性を欠くと認められる派遣労働者がある場合は、乙に対して、その理由を示し、当該派遣労働者の交代を要請することができる。特に、パーソナルコンピューターの入力操作に問題がある場合は、業務の進捗に多大な影響を及ぼすため、速やかな交代を要請することがある。
(5) 乙は、派遣労働者の交代を行う場合は、事前にその旨を甲に通知するとともに、後任の派遣労働者に対し、事前に当該業務の説明を行い、前任の派遣労働者の業務が円滑に引き継がれるようにするものとする。
14　服務規律等

乙は、派遣労働者に次に掲げる事項を厳格に守らせなければならない。
(1) 業務の実施に際し知り得た秘密を決して他に漏洩してはならないこと。契約の終了後又は解除後も同様とする。
(2) 甲が提供する資料及び申請者から提出された申請書類等を、甲の許可なしに勤務場所外に持ち出したり、複写してはならないこと。
(3) 職務の遂行を怠らないこと（業務中の居眠り、遅刻、休憩時間以外の長時間にわたる離席など）。
(4) 業務に関係する県民等及び甲の職員に対して、礼儀正しく、親切丁寧に迅速かつ正確な対応をし、粗暴な言動をしないこと。
(5) 執務室や事務机を整理整頓し、清潔に保つこと。
(6) 施設及び甲が貸与した備品類を、本仕様書に定める業務を遂行するためにのみ使用し、ほかの用途に使用しないこと。
(7) 指揮命令者及び甲の職員の指示に忠実に従うこと。

15　服装等

派遣労働者は、服装については来庁者に不快な印象を与えない、清潔感のある、華美でないものを着用するものとする（支給等はしない。）。
16　秘密の保持及び個人情報の保護

　(1) 乙は、業務を行う上で知り得た秘密を他人に漏らさないようにするとともに、派遣労働者が業務を行う上で知り得た秘密を他人に漏らすことがないよう、必要かつ十分な措置をとらなければならない。
　(2) 乙は、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守するとともに、派遣労働者に対しても同特記事項を遵守させるよう、必要かつ十分な措置をとらなければならない。
17　管理台帳の作成

乙は派遣元管理台帳を、甲は派遣先管理台帳をそれぞれに作成し、派遣労働者ごとに記載するとともに、適正な管理を行わなければならない。

18　派遣労働者の苦情処理

(1) 労働者派遣の適正な運営及び派遣労働者の適正な労働条件確保のため、甲及び乙はそれぞれ「苦情の申出を受ける者」（以下「苦情担当者」という。）を置くこととし、次の者を指定する。

甲　氏　名　

部　署　健康福祉局疾病対策課疾病対策グループ

　　　　役職名　グループリーダー　

　　　　連絡先　082-513-3070
乙  氏　名　
部　署　
役職名　
連絡先　
(2) 甲の苦情担当者が派遣労働者から甲に係る苦情の申出を受けたときは、直ちに派遣先責任者に連絡し、派遣先責任者が中心となって、遅滞なく、誠意をもって対応し、派遣労働者に結果を知らせることとする。

(3) 乙の苦情担当者が派遣労働者から乙に係る苦情の申出を受けたときは、直ちに派遣元責任者に連絡し、派遣元責任者が中心となって、遅滞なく、誠意をもって対応し、派遣労働者に結果を知らせることとする。

(4) 甲及び乙は、単独ではその解決が難しいと判断される苦情については、派遣先責任者及び派遣元責任者それぞれの責任において、相互に連絡調整のうえ、当該苦情について適切かつ迅速に対応し、派遣労働者に結果を知らせることとする。

(5) 甲及び乙は、両者ではその解決が難しいと判断される苦情については、相互に連絡するとともに、派遣労働者に結果を知らせることとする。
19　派遣契約解除に当たって講ずる派遣労働者の雇用の安定を図るための措置

(1) 甲は、当該派遣契約期間が満了する前に、労働者派遣基本契約書第７条から第９条によらない派遣契約の解除を行おうとする場合は、派遣契約の解除を行おうとする日の少なくとも30日前に、乙にその旨の予告を行うものとする。　

(2) 甲は、前号の予告を行わない場合は、速やかに、労働者派遣基本契約書に定めた30日分の賃金に相当する額について損害賠償を行うこととする。なお、甲が予告した日から派遣契約の解除を行おうとする日までの期間が30日に満たない場合には、派遣契約の解除を行おうとする日の30日前の日から当該予告の日までの期間の日数分の労働者派遣基本契約書に定めた賃金に相当する額について損害賠償を行うこととする。

(3) その他甲は乙と十分に協議した上で適切な善後処理方策を講ずるものとし、また、甲及び乙双方の責めに帰すべき事由がある場合には、双方それぞれの責めに帰すべき割合についても十分に考慮することとする。

(4) 甲は、当該派遣契約期間が満了する前に、労働者派遣基本契約書第７条から第９条によらない派遣契約の解除を行おうとする場合であって、乙から請求があったときは、派遣契約の解除を行った理由を乙に対し明らかにすることとする。
(5) 甲及び乙は、当該派遣契約期間が満了する前に派遣労働者の責に帰すべき事由によらない労働者派遣契約の解除を行った場合には、甲の関連部署での就業をあっせんする等により、当該労働者派遣契約に係る派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとする。

20　安全衛生

(1) 甲及び乙は、当該業務の派遣労働者の安全及び衛生に関しては、労働者派遣法の定めるところによるほか、安全、衛生の関連法規及び行政通達を遵守するものとする。

(2) 派遣労働者が労働災害に被災した場合は、甲は遅滞無く派遣元責任者へ連絡するとともに、労働者死傷病報告の写しを乙に送付することとする。

(3) 甲は派遣労働者の労働環境の整備として、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）及び事務所衛生基準規則（昭和47年9月30日労働省令第43号）を遵守することとする。

21　社会及び労働保険加入の通知

乙は、社会及び労働保険に加入の必要がある派遣労働者を派遣する場合には、所要の手続を全て行うこととし、派遣労働者の同保険の加入状況を甲へ通知することとする。

22　便宜供与

甲は、派遣労働者に対して、更衣室、食堂等の施設について、利用することができるよう便宜供与することとする。
23　派遣労働者を協定対象派遣労働者に限定するか否かの別

　　協定対象派遣労働者に限定する。

24　派遣労働者を無期雇用派遣労働者又は60歳以上の者に限定するか否かの別
　　派遣労働者を無期雇用派遣労働者又は60歳以上の者に限定しない。
25　派遣先が派遣労働者を雇用する場合の紛争防止措置 

労働者派遣の役務の提供の終了後、当該派遣労働者を甲が雇用する場合には、その雇用意思を事前に乙に対して示すこととする。
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